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応用一般均衡分析の解説
橋本恭之
上村敏之
近年，応用一般均衡分析 (AppliedGeneral Equilibrium Analysis ; AGE分
析）と呼ばれる数量的一般均衡分析が数多く行われるようになってきた。応用
一般均衡分析の発展経緯は，財政学における租税帰着論の展開とともに潮るこ
とができる。租税帰着論は， Harberger(1962)の論文において初めて一般均衡
の理論的構築がなされた。 Harbergerは，国際貿易理論において展開されてい
た2財2要素の一般均衡モデルを前提として，租税帰着論にはじめて一般均衡
理論を取り入れたのである。さらに， Harberger(1966)は， Marshall流の生
産者余剰を利用して，アメリカ経済に関して法人所得税によって生じた資源配
分の歪みの効率費用を解析的に求めている。その後の租税帰着論の展開におい
ては，基本的にはこの Harbergerモデルを拡張あるいは修正する形で，主とし
て定性的な命題を導出することに関心が寄せられてきたI)。
これに対して， Walras一般均衡解を数量的に求める Scarf(1967)による不
動点アルゴリズム (algorithm,・ 解法手順）を利用して， Harberger(1966)が
途を開いた租税帰着論の実証的な分析を進化させたものがShovenand Whal-
ley (1972)の論文である。これがAGE分析の出発点となったのである。その
後， AGEモデルでは，改良を重ねることにより複数の企業，家計，租税が存在
する大規模なモデルが構築されている丸
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AGEモデルの構築には様々な技術と知識が要求されるが，その中枢は一般
均衡解を近似的に算出する不動点アルゴリズムにある。しかし，不動点アルゴ
リズムのコンピュータ・プログラミング法についてはこれまで詳細に解説され
ることが少なかった3)。AGE分析にかかせない不動点アルゴリズムのコンビュ
ータ・プログラミングは，プラック・ボックス化し，この分野における最大の
参入障壁になっていることは否めないであろう。そこで本稿では， AGEモデル
の基本的構造を解説し，不動点アルゴリズムのコンピュータ・プログラムを掲
載することで，この分野での研究の一助となることを目的とする。
本稿の構成は以下の通りである。 2節においては， AGEモデルの基本構造を
理解するために，不動点アルゴリズムの出発点となった Scarfアルゴリズムと
その改良版である Merrillアルゴリズムを解説し，そのアルゴリズムの適用例
として Shovenand Whalley (1992)が提示した租税が存在する場合における
2財2要素2消費者の一般均衡モデルを紹介する4)。3節においては， 2節で示
した Merrillアルゴリズムを一般均衡モデルに組み込んでシミュレーションを
試みる。 4節においては， AGE分析における今後の課題を簡単に述べることと
する。最後の補論では，本稿で解説したモデルのQuickBASICによるプログ
ラムを掲載する5)。
2. 応用一般均衡モデルの基本構造
応用一般均衡モデルの基本構造は，家計，企業，政府の各経済主体が存在す
る一般均衡モデルとそのモデルにおける均衡価格を求める不動点アルゴリズム
から構成される。この節では， Shovenand Whalley (1992)が提示している不
動点アルゴリズムを利用した 2財2要素2消費者の簡単な一般均衡モデルを例
にとって，その基本構造をあきらかにしたい。
2. 1 不動点アルゴリズム
応用一般均衡モデルにおいて，具体的に均衡価格を計算するものが不動点ア
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ルゴリズムである。代表的な不動点アルゴリズムは Scarfによるものと，その
改良版である Merrillのものがある丸双方とも一般均衡価格を反復計算により
求めるものである。以下では 3財経済の場合の不動点アルゴリズムを解説しよ
う。
(1) Scarfアルゴリズム
一般均衡理論では需要関数及び超過需要関数はゼロ次同次であるため，価格
はその和が1となるように基準化できる。ここで3財の価格をそれぞれP1,P2, 
Paとするならば
P1+P2+Pa= 1 
となり，財の価格ベクトルは図 1のような基本単体上に存在することになる。
不動点アルゴリズムにおいて重要な概念は「三角形分割」である。それはあ
る適当なグリッド・サイズ (gridsize)を決め，図 1にあるように基本単体の
P1 
p3 
P2 
図1 基本単体の三角形分割
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辺をグリッド・サイズ数で分割し，基本単体を小単体に分けることである。グ
リッド・サイズが与えられれば，全ての小単体の頂点の価格ベクトルが決定さ
れる。
不動点アルゴリズムを理解する上で，いまひとつの重要な概念は「ラベル付
けルール」である。各小単体の頂点は次に示すルールに従ってラベル付けがな
されることになる”。
「ラベル付けルール1」：基本単体の辺上にある各小単体の頂点は，最初にゼ
ロとなる座標を示す整数をその頂点のラベルとする。
「ラベル付けルール2」：基本単体内部の各小単体の頂点は，その価格ベクト
ルのもとでの超過需要を計算し， 3つの超過需要のうちもっとも大きい財の番
号がその頂点のラベルとなる。
ある小単体から次の小単体へ移る手順は，このような「ラベル付けルール」
と「入れ換えルール」を利用して行われる。ある頂点のラベルが新たに計算さ
れたものであるとき，入れ換えれられる頂点は，古い頂点の中で新しい頂点と
同一のラベルを持つものである。 2次元基本単体上の各小単体の頂点は 3X 3 
の行列の列として示される。ここで，第j列が各小単体の第j頂点を意味する。
その際の「入れ換えルール」は，以下のようになる。すなわち，入れ換えられ
るべき頂点がベクトルYLとするとき，
yl-l+yJ+l_yJ 
で計算したベクトルを新たな頂点とすることになる8)。
Scarfアルゴリズムは上記の「ラベル付けルール1, 2」に従って各小単体
を渡り歩き，完全なラベル付け（つまりその小単体の頂点が全て違うラベルを
持つこと）がなされたときに停止する。このとき，一度通った小単体には再び
戻ることがないという非巡回 (no-cycling)が保証されている9)。Scarfアルゴ
リズムは常に基本単体の頂点の 1つを含む小単体である「初期単体」からスタ
ートする。仮にグリッド・サイズが小さく，近似度が悪い場合は，グリッド・
サイズを大きくして再度アルゴリズムをスタートさせることになる。
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(2) Merrillアルゴリズム
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MerrillアルゴリズムはScarfアルゴリズムの改良版として登場した。Scarf
アルゴリズムは先述したように，必ず「初期単体」から出発することになる。
しかし，実際には近似的均衡解が基本単体上の頂点を含む「初期単体」という
極めて偏った価格体系となる可能性は低い。むしろ，基本単体の内部の小単体
からスタートした方が近似的均衡解に素早く到達する可能性が高い。だが，
Scarfアルゴリズムでは，グリッド・サイズを途中で変更しないため，一旦小さ
なグリット・サイズのもとで近似度が低い均衡価格を素早く計算し，その情報
をもとにグリット・サイズを変更して「再スタート」することにより，収束時
間を早めることはできない。
一方， Merrillアルゴリズムの特徴のひとつは， Scarfの場合とは違い、初期
単体以外からの出発と「再スタート」が可能なところにある。もし，グリッド・
サイズを大きくする度に，前のグリッド・サイズでの完全にラベル付けされた
均衡価格ベクトルから再スタートさせるならば，計算時間は大幅に短縮する。
Merrillアルゴリズムのいま一つの特徴は，次元を付加する「サンドイッチ
p I 
1 -1/D 
p 2 上方単体 Pl 
図2 メリル・アルゴリズムにおける上方単体と下方単体
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法」を採用するところにある10)。これは 3財経済のケースについて図 2によって
説明される。すなわち，図2にあるように基本単体を「上方単体」とし，「上方
単体」を任意のグリッド・サイズ0分の 1だけ原点方向に移動した「下方単体」
を人工的につくることになる。 Merrillアルゴリズムにおける初期単体は，「上
方単体」上のひとつの頂点と「下方単体」単体上の 3つの頂点から構成される
任意のグリット・サイズに対応した立方体となる。
これらの頂点のあらわすベクトルは，それぞれ以下の「ラベル付けルール」
に従うことになる。
「ラベル付けルール3」：上方単体については超過需要を計算し，超過需要の
最大の財番号がラベルになる。
「ラベル付けルール4」：下方単体については基本単体ベクトルの座標から，
下方単体ベクトルの座標を財番号順に引き，最初に正となる財番号をラ
ベルとする。
Merrillアルゴリズムの場合も，ある小単体から次の小単体へ移る手順は，
「ラベル付けルール」と「入れ換えルール」を利用して行われる。「入れ換えル
ルー」は基本的には， Scarfアルゴリズムと同じである。ただし，上方単体と下
方単体にサンドイッチされた小立方体の各頂点が4X 4の行列の列として示さ
れることになる。すなわち， 3財経済において初期単体は以下の行列で表記さ
れる。
0 1 1 1 
V1 V1―1 V1 V1 
も V2 v2-l V2 
Va Va Va Va―1 
ここで，第1行目のゼロは，頂点が上方単体上にあることを，第1行目の 1
は頂点が下方単体上にあることを意味する。各列の第2から第4行目が各頂点
の座標を示すことになる。なお，ここでは分子のみを表示しており，分母はグ
リッド・サイズ数である。この行列に対して上記の「入れ換えルール」が適用
70 
応用一般均衡分析の解説（橋本・村上） 233 
されることになる。
したがって，スタート時においては，上方単体上に 1つの頂点と下方単体上
に3つの頂点を持つ立方体から出発し，上記の「ラベル付けルール3, 4」と
「入れ換えルール」を繰り返し適用し，上方単体上に 3頂点，下方単体上に 1
頂点を持つ立方体に到達するまで反復計算をおこなう。その際，上方単体上の
3頂点が完全にラベル付けされたときに，上方単体上の3頂点は近似的均衡解
となる。この近似的均衡解の近似精度を高めるために， Merrillアルゴリズムで
は一旦求められた近似的均衡解をもとに，「再スタート」させることができる。
すなわち，直前に求められた近似的均衡価格をもとに，グリット・サイズを大
きくして再び上述の反復計算を行うことになる。完全なラベル付けの条件と十
分な近似精度が満たされたときにこのアルゴリズムは終了する。この方法によ
りScarfアルゴリズムに比べ，計算実行時間は大幅に短縮される。
2. 2 2財2要素2消費者の一般均衡モデル
本節ではShovenand Whalley (1992)に従って，租税を含む2財2要素2
消費者の一般均衡モデルの解説を試みよう。すなわち消費者は2人，商品は2
財， 2種類の生産要素（資本K と労働L,資本価格 rと労働価格 w)からなる
経済が想定されている。家計の効用関数及び企業の生産関数は， CES型に特定
化される。ここで想定されている租税には以下のようなものがある。
商品にはそれぞれ異なる税率で課税する商品税が考慮されている。第j(j = 
1, 2)商品の生産者価格を加消費者価格を q;,商品税率を巧とすれば，消費
者価格は
q;=P;(1 +ガ (1)
となる。生産要素には，要素税として産業別に異なる給与税 'rtj,資本所得税和
が課ーされるものとされる。要素税は要素価格に上乗せする形で課されるので，
生産者の労働及び資本の税込価格は w(l十てi;),r(1十なk.i)となる。労働所得
と資本所得から構成される各消費者の所得には，線形の所得税が課税される。
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すなわち，限界税率をち，課税最低限を Fとすれば，第m(m=l,2)消費
者の所得税額 Tymは
Tym= ち (w広+r応—F) (2) 
である。ただし， r;;とKmは消費者 mの労働と資本の初期保有量である。
これらの租税から得られる政府の総税収は，以下の式で示される。
2 2 
R= I I-r:;P; 知+I-r:1;WL;+ I-r:k;rK;+ I -r:y(W広+r応—F) (3) 
m=Ij=I j=I j=I m=l 
さらに，このモデルでは予想税収にもとづいて消費者への移転支出が行われ
るものと仮定されている。第 m消費者の受け取る移転所得 Tmは予想税収 T
とするとき
2 2 
Tm=四 T ただし ~Tm=T, ~ 四 =1 (4) 
m=l m=l 
が成立する。消費者の行動は，移転所得の水準にも影響を受けるため，政府の
総税収が移転所得の関数となり，均衡以外では予想税収と政府の総税収は一致
しないことになる。
生産 Q度産出する第j生産者に関しては，
如叫rS;L;(a, ―1)/a, + (l-6;) K; 匂 1)/a,)a,/(和） (5) 
のようなCES型の生産関数が想定されている。ここで，屯は効率パラメータ，
心は分配パラメータ， <f;は代替の弾力性を示すパラメータである。第j財の産出
1単位当たりの費用最小化要素需要を求めると
となる。
巖＝』~;+(l一む）（喜畠!+い） (1-a,)] a,/(a,-1) 
氏 1[ ((1-む)w (1 + t'!i) r-a,) ] "」/(a,-1)
Q; =~8; が (1-叫 +(1-cJ;) 
(6) 
(7) 
これらを用いれば，利潤ゼロ条件により生産者財価格pjを要素価格の関数と
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して表すことができる。
炉 w(l+囀 +r(l十和邊 (8) 
235 
一方，第m消費者の効用最大化問題は，効用関数 Umにおいて， a,mを消費者
mの商品 i(i= 1, 2)に対するシェア・パラメータ， μmを代替弾力性を示す
パラメータとすれば
2 
max Um= [~(a;m)vp叫） (p.-1)/p.) p./(p.-1) (9) 
m=l 
s.t. f巳=w戸r応— Tym+F+Tm 0) 
i=l 
である。ただし X;mはそれぞれ消費者 mの商品 iの需要とする。この最大化問
題より消費者mの商品 iへの需要関数は以下のように表される。
X;m-
＿叩(w広+r応— TYm+F+ た）
qf• (合 a;mQ/1-,,.1] Ul) 
総需要を満たすように各財は産出され
2 
Q; =~X;m (12) 
m=I 
であることから，これを(6X7)式に代入することで要素派生需要が分かるので集
計的超過要素需要関数pi,p,. は
2 2 
p1=~L仁 2 互： 03) 
j=l m=l 
2 2 
p戸 IKj-I応 U-0
j=l m=l 
により与えられる。また均衡以外では総税収と予想税収は一致しないという意
味での超過税収を示す，超過税収関数pgが加わる。
P11=R-T U5) 
周知の通り， Walras一般均衡モデルの均衡は全ての財と要素の超過需要が
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ゼロか負となるところ及び，超過税収がゼロになるところで成立する財価格，
要素価格，税収の組みあわせとして定義され， Walras法則は一般的に次式のよ
うに定義される。
財の超過需要総額＋要素の超過需要総額＋超過税収額=O
しかしながら， nolによって財価格は生産要素である労働と資本の価格に集約さ
れ，解空間の次元を生産要素の数と税収（つまり 3次元）にまで縮小すること
ができる。すなわち， Walras法則は，以下の如く簡略化できる。
wp,+rpけ pg=0 06) 
需要関数と供給関数は要素価格と税収に関してゼロ次同次であるので，一般均
衡価格は
w+r+T= 1 
となるように価格を正規化したうえで，超過需要関数をすべてゼロにするよう
なw,r, Tの組合せとして求められることになる。
3. シミュレーション
本節ではこれまでに述べてきた AGEの手法を用い， Shovenand Whalley 
(1992)に示された 2財2要素2消費者の一般均衡モデルのシミュレーション
結果を再現しよう。
表1はShovenand Whalley (1992)のモデルにもとづき， 2.1節における
各パラメータの数値例をまとめたものである。ここでは彼らの計算結果を再現
するため，同じ数値例を使用している。 2財2要素2消費者一般均衡モデルに
おける均衡価格は，表1の数値例を前節のモデルに適用することで求められる。
我々が求めるべき解は 2.2節に示されたモデルにおける超過需要を同時にゼ
ロにするような価格ベクトル w,r, Tの組み合わせである。この問題を解く
には， 2.1節で示した Merrillアルゴリズムをそのままの形で利用することが
できる。ただし， Merrillアルゴリズムにおいては，任意の価格ベクトルに対応
した生産要素に関する超過需要と超過税収の情報を必要とする。所与の価格ベ
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表1 Shoven and Whalley (1992) table3 .1, 3. 6にもとづいた数値例
需要面 消費者mは富裕階級Rと貧困階級Pとする (m=R,P) 
Rの商品 i(i = 1, 2)に対するシェア・パラメータ (a,.,a,.)= (0.5, 0.5) 
Pの商品 i(i=l, 2)に対するシェア・パラメータ (a1p,a2p) = (0. 3, 0. 7) 
各消費者の代替の弾力性 (μx,μp) = (1. 5, 0. 75) 
資本の初期保有量 (Ka,K;) = (25,0) 
労働の初期保有量 (La,L.) = (0.60) 
生産面 産業i(i=l, 2)に対する効率パラメータ（屯,≪I>,) = (1. 5, 2) 
産業j(j=l, 2)に対する分配パラメータ（か ct,)=(0.6, 0. 7) 
各産業i(j=l, 2)の代替の弾力性 (1i,11,)= (2, 0.5) 
租税面 産業j(j=l, 2)に対する給与税て戸Ti2=0.3
商品 i(i = 1, 2)に対する商品税-r,=0.2 -z-2=0.1 
移転支出の割合（ッm ア.,)= (0.4, 0.6) 
表2 表1の数値例を解いた結果
使用アルゴリズム Merrill 
初期グリッド・サイズ 30 
均衡価格 労働価格W=l
資本価格r=1.805693 
税収T=34.71001 
クトルに対応した各超過需要は， 2.2節のモデルに数値例を適用すれば簡単に
求めることができる。したがって， Merrillアルゴリズムから超過需要を求める
サプ・ルーチンとして 2.2節のモデルを利用すれば，均衡価格が計算できる。
表2は，本稿の補論に示したプログラムを実行して得られた均衡価格を示し
たものであり，それは Shovenand Whalley (1992)の結果と一致している II)。
ただし，ここでは労働を価値尺度財W=lとして全ての価格を計っている。
4. 終わりに：応用一般均衡分析の問題と展望
本稿では，代表的不動点アルゴリズムである ScarfとMerrillの方法を取り
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上げ，財政モデルに適用された応用一般均衡モデルについて解説してきた。な
ぉ，AGEに適用される近似的一般均衡解の算出方法はこれら以外にも，Merrill
法を改良したVander Laan and TalmanアルゴリズムやNewton法を用いた
ものがある。 Vander Laan and TalmanアルゴリズムはMerrillアルゴリズ
ムの改良版であり，人工単体をつくらない方法での再出発可能なアルゴリズム
である12)。一方，Newton法は微分によって非線形方程式体系を求め線型近似を
繰り返すことで近似均衡解を求める方法であり，不動点アルゴリズムを用いる
よりも高速に均衡解が得られることが知られている。ただし， Merrillアルゴリ
ズムで満たされている非巡回は保証されず，必ずしも収束する保証はない。
Scarfアルゴリズムから Merrillアルゴリズム以降の発展からも分かるよう
に，応用一般均衡モデルの構築における関心事のひとつは，コンピュータの計
算時間をいかに短縮させるかにあった。というのは，Scarfアルゴリズムはグリ
ッド・サイズを大きくし，近似度を高めれば高めるほどコンピュータの計算時
間がかかることになるため， CPU(中央演算処理装置）が低速であった過去の
時代においては計算コストの節約のため効率的なプログラムの開発が重大な問
題だったのである。しかし，近年の技術進歩によって高速CPUが開発され，計
算時間の問題は影を薄くした。実際，本稿の例における Merrillアルゴリズムの
収束時間はわずか1秒以内にすぎない13)。
AGE分析の展開は不動点アルゴリズムの改良とともに，もう一方でAGEモ
デルの一般化そして大型化に集約化され，一国経済全体を扱うようなモデルの
開発が多く行われてきた。しかしながらこの方向での発展は経済全体を分析す
るには有効ではあるが，問題の所在や分析結果が明白でなくなる可能性がある。
また，租税を含む一般均衡モデルに関していえば，分析対象の税制の定式化を
より現実的なものとする努力も必要であろう。これら課題を克服したモデルの
開発については筆者自身の今後の課題としたい。
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補論：一般均衡モデルのコンピュータ・プログラム
• Hashimoto & Uemura Program 1995. 6 
DECLARE SUB EXD (NEW(). EO. MAX, MAXJ, ST) 
DECLARE SUB INITIAL (GO. KO. LO. NEW()) 
DECLARE SUB RSTART (GO. KO. ST) 
CLS: DIM G(3. 3). E(3). NEW(3). K(3). L(3) 
LJ=O: S=O: ST=30: K(l) =10: K(2) =10: K(3) =10 
CALL INITIAL(GO, KO, LO, NEW()) 
CALL EXD(NEWO. EO. MAX, NLABEL, ST) 
L(O) =O: LJ=O 
55 COUNT=COUNT+l 
KG=O:WA=O:SHU=G(0,0) +G(O,l) +G(0,2) +G(0,3) 
IF SHU= 1 THEN 
WA=O:FOR l=O TO 3 
239 
IF G(O,I) =O THEN WA=L(I) +WA: IF L(I) =O THEN WA=WA+NLABEL 
NEXT I 
END IF 
IF WA= 6 THEN 
CALL RSTART(GO. KO. ST): CALL INITIAL(GO. KO. LO. NEWO) 
CALL EXD(NEWO. EO. MAX, NLABEL. ST) 
L(O) =O: LJ=O: KG=O 
IF ST〉=10000000 GOTO 300 
END IF 
FOR K=O TO 3 
IF NLABEL=L(K) THEN 
J=K: L(LJ) =NLABEL:Jl=J+l: JMl=J-1 
IF J=O THEN JM1=3 
IF J=3 THEN Jl=O 
FOR l=O TO 3:NEW(I) =GO.JI) +G(I,JMl)-G(I,J) 
G(I,J) =NEW(I): NEXT I 
IF NEW(O) =O THEN CALL EXi 1NEWO. EO, MAX. NLABEL. ST) 
IF NEW(O) =l THEN 
FOR l=l TO 3:KG=K(I)-GO,J1: IF KG〉0GOTO 200 
NEXT I 
200 NLABEL = I 
END IF: LJ = K: L (J) = 0: GOTO 55 
END IF: NEXT K 
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300 W = 1:R = (K (1) /ST)/ (K (2) /ST): TR= (K (3) /ST)/ (K (2) /ST) 
PRINT"均衡価格","W="; W, "r="; R, "TR="; TR 
END 
SUB INITIAL (GO, KO, LO, NEW()) 
G(O,O) =0:G(l,0)':"'K(l):G(2,0) =K(2):G(3,0) =K(3) 
G(0, 1) = 1:G(0,2) =1:G(0,3) =1 
FOR I=l TO 3:FOR J=l TO 3:G(I,J) =G(I,O) 
IF J=I THEN G(I,J) =G(I,0)-1 
NEXT J:NEXT I 
FOR I=l TO 3:FOR J=l TO 3:KG=K(I)-G(I,J) 
IF KG〉0THEN GOTO 10 
NEXT J 
10 L(I) =I 
NEXT I 
FOR I=l TO 3:NEW(I) =G(I,O):NEXT I 
END SUB 
SUB RSTART (GO, KO ,ST) 
DIM T(3) 
T(l) =O:T(2) =O:T(3) =O 
FOR J=O TO 3 
IF G(O,J) =O THEN 
T(l) =T(l) +G(l,J):T(2) =T(2) +G(2,J): T(3) =T(3) +G(3,J) 
END IF 
NEXT J: ST=ST• 3 
FOR I=l TO 3:K(I) =T(I):NEXT I 
END SUB 
SUB EXD (NEW O , E O , MAX, MAXJ, ST) 
DIM ALPHA(2, 2), MU(2), KBAR(2), LBAR(2), X(2, 2), LD(2), LQ(2), KQ(2) 
DIM KD(2), T AX(2) 
DIM PHl(2), DELTA(2), AP(2), SIGMA(2), GAMMA(2), P(2), S(2), TC(2) 
DIM VAT(2, 2), TLTAX(2), TKTAX(2), TF(2), TL(2), TK(2), Q(2) 
ALPHA(l,1) = .5:ALPHA(l,2) = .5:ALPHA(2,l) = .3:ALPHA(2,2) =. 7 
MU (1) = 1. 5:MU (2) = . 75
KBAR (1) = 25:KBAR (2) = O:LBAR (1) = O:LBAR (2) = 60:PHI (1) = 1. 5:PHI (2) = 2 
DELTA(l) = .6 
DELTA(2) =. 7:SIGMA(l) =2:SIGMA(2) = .5:TC(l) = .2:TC(2) = .1 
TL(l)=.3 
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TL(Z) = .3 
TK(l) =O:TK(Z) =O:ty=O:F=O:GAMMA(l) = .4:GAMMA(Z) = .6 
R=NEW(l)/ST: W=NEW(Z)/ST: TR=NEW(3)/ST 
FOR J=l TO 2 
DW=(l-DELTA(J))• W• (l+TL(J)): DR=DELTA(J)• R• (l+ TKO)) 
SIGMA!= SIGMA (J) /(!-SIGMA (J) 
LQ(J) =((DELTA(])+ (1-DELTA(J))• (DR/DWnl-SIGMA(J)))-SIGMAl)/ 
PHI(]) 
KQ (J) = (((I-DELTA (J) +DELTA (J)• (DW /DR)~ (!-SIGMA (J))) ~sIGMAl) / 
PHI(]) 
P(J)=(l+TL(J))• W• LQ(J)+(l+TK(J))• R• KQ(J) 
Q(J) = (1 +TC(J))• P(J) 
NEXT J 
FOR I=l TO 2:TF~I) =GAMMA(!)• TR 
TAX(I)=ty• (W• LBAR(I)+R• KBAR(I)-F) 
NEXT I 
FOR I=l TO 2:AP(I) =0: FOR J=l TO 2 
AP(I) =AP(I) +ALPHA(I,J)• Q(Jn1-MU(I)) 
NEXT J ,I:LDA=O:KDA=O:KSA=O:LSA=O 
FOR J=l TO 2:S(J) =O:FOR I=l TO 2 
X(I,J)=ALPHA(I,J)• (W• LBAR(I)+R• KBAR(I)-TAX(I)+TF(I))/(AP(I) 
• Q (J) ~Mu (I) 
S(J)=S(J)+X(I,J):NEXT I 
LD(J) =LQ(J)• S(J):KD(J) =KQ(J)• S(J) 
KDA = KDA + KD (J): LDA = LDA + LD (J) 
KSA = KSA + KBAR (J): LSA = LSA + LBAR (J) 
NEXT J 
TTAX=O:FOR J=l TO 2 
TLTAX(J) =TL(J)• W• LD(J):TKTAX(J) =TKO)• R• KD(J) 
TVAT=O:FOR I=l TO 2:VAT(I,J)=TC(J)• P(J)• X(I,J) 
TVAT=TVAT+VAT(I,J):NEXT I 
TT AX= TT AX+ TAX (J) +TVA T + TL TAX (J) + TKT AX (J) 
NEXT J 
E(l) =KDA-KSA:E(Z) =LDA-LSA:E(3) =TTAX-(TF(l) +TF(Z)) 
MAX=O:MAXJ=O:FOR J=l TO 3 
IF E(J)〉MAXTHEN MAX=E(J): MAXJ=J 
NEXT J 
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END SUB 
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注
1) Harbergerモデルを拡張したものとしてはMieszkowski(1967), Harbergerモデルが内
包するいくつかの欠陥を克服したものとしては本間 (1982)が存在する。
2)アメリカ財政モデルとしては， Ballard,Fullerton, Shoven and Whalley (1985)が，
日本財政モデルとしては市岡 (1991)が存在する。
3)例外的に不動点アルゴリズムのFORTRANプログラムが掲載されているものとして
は，スカーフ・アルゴリズムについてはScarf(1973), スカーフ・アルゴリズムの改良版と
してはKuga,Nagataniand Saito (1980)などがある。
4) Merrillアルゴリズムは， Merrillが1972年に Michigan大学のPh.D.論文において開発
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したものであり， Ballard,Fullerton, Shoven and Whalley (1985)等のAGEモデルに
おいて採用されている。本稿でのMerrillアルゴリズムの作成においては，市岡 (1991),
Shoven and Whalley (1992)を参照した。
5) Quick BASICは，マイクロソフト社の登録商標であり，パソコン用の科学技術計算用コ
ンピュータ言語である BASICをもとにしてマイクロソフト社が開発した言語である。
BASICとは異なり，構造化プログラミングとコンパイルによる高速な実行が可能になる。
6)不動点アルゴリズムの展望については，小平 (1991)を参照されたい。
7)「ラベル付けルール」についてはこれ以外の方法が存在している。たとえば， Shovenand 
Whalley (1992)はラベル付けルール2の代わりに超過需要が最初に正となる財の番号をラ
ベルとしている。
8)ただし，第 j列が1ないし3のときを除く。
9)詳しくは市岡 (1991)を参照されたい。
10) Kuga, Nagatani and Saito (1980) もサンドイッチ法を採用している。
11)表2の結果はShovenand Whalleyが示した均衡解の数値と比較すれば，小数点2位以
下で異なっているが，これはコンピュータの測定誤差と 3つの近似的均衡解のいずれを採
用するかによるものと考えられる。変数を倍精度に書き換え，そしてグリッド・サイズにお
ける近似基準を高めれば，均衡解の精度を高めることができる。
12)双方とも詳しくはShovenand Whalley (1992)を参照されたい。
13)本稿での計算は， CPUとして Pentium90MHzを搭載したパソコンでおこなった。
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